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新アリーナ建設の賛否を問う住民投票条例の制定について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項の規定に基づく上記の条例の制

定の請求があり，これを受理したので，同条第３項の規定により意見を付けて市議会に付

議する。 

令和 ８ 年 ７ 月２７日提出 

 

岡山市長 大  森  雅  夫  

 

 



新アリーナ建設の賛否を問う住民投票条例（案） 

（目的） 

第１条 この条例は，「岡山市多目的屋内施設（アリーナ）整備事業」（以下「新アリー

ナ建設」という。）について，市民の賛否を明らかにし，その意思を反映させることを

目的とする。 

（住民投票） 

第２条 前条の目的を達成するため，新アリーナ建設に対する賛否について住民による投

票（以下「住民投票」という。）を行う。 

（住民投票事務の執行） 

第３条 住民投票に関する事務は，市長が執行する。 

２ 市長は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条の２の規定に基づき，協

議により，その権限に属する住民投票の管理及び執行に関する事務を岡山市選挙管理委

員会に委任することができる。 

（住民投票の実施等） 

第４条 住民投票の期日（以下「投票日」という。）は，２０２７年４月３０日の任期満

了によって執行される岡山市議会議員選挙の期日（以下「直近の選挙期日」という。）

と同日とする。 

２ 市長は，公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）の規定により直近の選挙期日が告

示される日と同日に，投票日を告示するものとする。 

（投票資格者等） 

第５条 住民投票において投票を行う資格を有する者（以下「投票資格者」という。）は，

前条第２項の規定による告示の日の前日において，公職選挙法（昭和２５年法律第１０

０号）第９条第２項の規定により，岡山市の議会の議員及び市長の選挙権を有する者

（同法その他の法令により選挙権を有しない者を除く。）とする。 

２ 市長は，投票資格者名簿を作成しなければならない。 

（投票の方法） 

第６条 住民投票は，１人１票に限り，秘密投票とする。 

２ 投票資格者は，投票日に自ら投票所に行き，投票資格者名簿又はその抄本との対照を



経て，投票しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず，投票日に自ら投票することができないと見込まれる投票資

格者は，規則で定めるところにより期日前投票又は不在者投票をすることができる。 

４ 投票資格者は，新アリーナ建設に賛成するときは投票用紙の賛成欄に〇の記号を，こ

れに反対するときは反対欄に〇の記号を自ら記載して，投票用紙を自ら投票箱に入れな

ければならない。 

５ 前項の規定にかかわらず，投票資格者は，規則で定めるところにより点字投票をする

ことができる。点字投票を行う場合においては，投票資格者は，新アリーナ建設に賛成

するときは賛成と，これに反対するときは反対と投票用紙に自ら記載するものとし，投

票用紙を自ら投票箱に入れなければならない。 

６ 前２項の規定にかかわらず，心身の故障その他の理由により，投票用紙に〇の記号を

自ら記載すること又は投票用紙を自ら投票箱に入れることができない投票資格者は，規

則で定めるところにより代理投票をすることができる。 

７ 投票用紙には，投票資格者の氏名を記載してはならない。 

（投票の秘密保持） 

第７条 投票資格者は，その投票した内容を陳述する義務はない。 

（投票の効力） 

第８条 投票の効力の決定に当たっては，次条の規定に違反しない限りにおいて，投票し

た投票資格者の意思が明確であれば，その投票を有効とする。 

（無効投票） 

第９条 次の各号のいずれかに該当する投票（第６条第５項の規定による点字投票による

ものを除く。）は，無効とする。 

(1) 所定の投票用紙を用いないもの 

(2) 〇の記号を賛成の記載欄及び反対の記載欄のいずれにも記載したもの 

(3) 〇の記号以外の事項を記載したもの 

(4) 〇の記号をいずれの記載欄に対して記載したかを確認し難いもの 

２ 第６条第５項の規定による点字投票については，次の各号のいずれかに該当する投票

は，無効とする。 



(1) 所定の投票用紙を用いないもの 

(2) 賛成及び反対のいずれも記載したもの 

(3) 賛成及び反対の記載以外の事項を記載したもの 

(4) 賛成及び反対のいずれを記載したかを確認し難いもの 

（投票及び開票） 

第１０条 投票所，投票時間，投票立会人，代理投票，点字投票，不在者投票，期日前投

票その他住民投票及び開票に関しては，公職選挙法，公職選挙法施行令（昭和２５年政

令第８９号）及び公職選挙法施行規則（昭和２５年総理府令第１３号）に定める市長選

挙の例により，規則で定める。 

（投票結果の告示） 

第１１条 市長は，住民投票の結果が判明したときは，速やかにこれを告示するとともに

市議会議長に通知しなければならない。 

（投票結果の尊重） 

第１２条 市長及び市議会は，新アリーナ建設について，投票のいずれか過半数の意思を

尊重しなければならない。 

（情報の提供） 

第１３条 市長は，市民が賛否を判断するために必要な広報活動を行うとともに，情報の

提供に努めなければならない。 

２ 前項の広報活動及び情報提供は，客観的中立的に行うものとする。 

（投票運動） 

第１４条 住民投票に関する投票運動は，自由とする。ただし，買収，脅迫等により市民

の自由な意思が制約され，又は不当に干渉されるものであってはならない。 

（委任） 

第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 



新アリーナ建設の賛否を問う住民投票条例の制定についての意見 

 

岡山市長 大  森  雅  夫  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項の規定に基づき，新アリーナ建

設の賛否を問う住民投票条例の制定の請求があったため，同条第３項の規定により以下の

とおり意見を申し述べる。 

 

地方自治制度は，住民の直接選挙により選ばれた長と議会が，住民の意思を行政運営に

反映させる間接民主主義を原則とするものである。 

その一方で，条例制定請求を始めとする直接請求は，地方自治法に定められた制度であ

り，同法の逐条解説（佐藤文俊著「逐条地方自治法」）によれば，「直接請求制度は，間

接民主主義の欠陥を補強し，住民自治の徹底を期するため，直接民主主義の原理に基づく

直接請求の権利を住民の基本権として認めているもの」とされている。 

岡山市アリーナ整備事業は，市民の代表である岡山市長と岡山市議会が，令和４年度当

初予算の基礎調査費や令和５年度当初予算の基本計画策定費，令和６年度６月補正予算の

追加調査業務費，令和６年度２月補正予算のアリーナ広報関連費といった各予算を必要に

応じて措置しながら，約４年にわたって審議・検討を進め，令和７年１１月定例市議会に

おいて，事業化のための予算が議決されたものである。また，先の令和８年６月定例市議

会においても，関連議案が議決されている。 

このように，岡山市アリーナ整備事業は，二元代表制の下，適正な手続を経て進めてお

り，議会において多くの議員の賛成をいただくという形で，市民の意思は適切に反映され

ていることから，間接民主主義は健全に機能しているものと認識している。 

したがって，間接民主主義の欠陥を補強するための直接請求権の行使が必要な状況には

なく，今回の請求に係る条例制定は必要がないものと考える。 

 


